
石狩商工会議所地域活性化支援事業「地域盛り上げ助成金」交付要綱 

 

制定：令和４年３月１０日要綱第１号 

改正：令和５年２月１４日要綱第１号 

（目的） 

第１条 この要綱は、石狩商工会議所（以下「当会議所」）の内部組織および

会員による任意グループ等の団体が、新型コロナウイルス感染症に負けない

「活力ある地域づくり」のために、当会議所の事業計画以外に取組む自主的な

活動に対して予算の範囲内で助成し、地域社会と地域経済の活性化を図ること

を目的とする。 

 

（対象者） 

第２条 助成金の対象となる者は、石狩商工会議所の各部会・青年部・女性会

等の内部組織ほか、会員（特別会員は除く）１０名以上で組織する任意グルー

プの団体（以下「実施団体」という。）とする。 

 

（対象事業） 

第３条 助成金の対象となる事業は、次のとおりとする。 

（１）活力ある地域づくりの活性化推進に関する事業 

（２）活力ある地域経済の活性化構築に関する事業 

（３）その他、会頭が特に必要と認める事業 

 

（対象経費） 

第４条 助成対象経費は、地域経済活性化支援対策に資する事業の経費に係る

消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、広告料、保険料、使用料および賃貸料、

材料費、物品購入費などソフト面の事業経費とし、原則として設備費は除くも

のとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる経費は、助成対象経費から除

くものとする。 

（１）実施団体のための維持・管理を目的とする運営費 

（２）実施団体のための食糧費および懇親会等の飲食費 

（３）交際費 

（４）慶弔費 

（５）前各号に掲げるもののほか、第３条に定める対象事業と直接関係しない

費用 

（６）石狩商工会議所商店街対策事業補助金の補助対象事業となる経費 

（７）その他、会頭が特に不必要と認める事業経費 

 



（助成金の額） 

第５条 実施団体が同一年度内に交付を受けることができる助成金の額は、予

算の範囲内において、助成対象経費合計額の３分の２の金額（１，０００円未

満切り捨て）とし、３０万円を限度とする。また、その実施団体が同様の会員

で構成され、かつ同様とみなされる事業を翌年度も実施する場合、２回目とな

る交付を受けることができる助成金の額は、助成対象経費合計額の３分の１の 

金額（１，０００円未満切捨て）とし、２０万円を限度として最終交付とする。 

但し、この支援事業は令和６年度（令和７年３月３１日）を以て終了する。 

 

（事業の公募） 

第６条 会頭は、実施団体からの対象事業の提案を受けるものとし、地域活性

化支援事業の応募期間を定め、会報、公式ウェブサイトその他適切な方法によ

り会員に周知し、公募するものとする。 

 

（助成金の交付申請） 

第７条 助成金の交付を受けようとする実施団体は、第６条に規定する応募期

間内に、助成金交付申請書（別記第１号様式）に、次の関係書類を添えて、会

頭へ提出しなければならない。 

（１）事業計画書（別記第２号様式） 

（２）収支予算書（別記第３号様式） 

（３）その他会頭が必要と認める書類 

 

（対象事業の選考及び決定等） 

第８条 会頭は、前条の規定により助成金交付申請書の提出があったときは、

「中小企業振興委員会」においてその可否を審査し、結果を申請団体へ通知す

るものとする。 

２ 前項の通知により、助成金交付決定を行う場合において、会頭はその申請

団体に必要な条件を付すことができる。 

 

（助成金の交付） 

第９条 助成金は、事業完了後精算払いにより交付するものとする。 

 

（実績報告） 

第10条 助成金の実施団体は、事業完了後、３０日以内までに助成金事業実績

報告書（別記第４号様式）に、次の関係書類を添えて会頭へ提出しなければな

らない。審査・結果通知は、第８条同様に「中小企業振興委員会」が行う。 

（１）収支決算書（別記様式第５号） 

（２）その他会頭が必要と認める書類 



（助成金事業の内容等の変更） 

第11条 助成金の交付決定を受けた実施団体が、対象事業の内容を変更しよう

とするときは、軽微な変更を除き、あらかじめ会頭の承認を受けなければなら

ない。 

２ 会頭は、次の各号に掲げる事項を条件として助成金を交付するものとする。 

（１）申請内容及び金額の変更（前項に定める軽微な変更を除く）をする場合

には、会頭の承認を受けること 

（２）事業を中止、又は廃止する場合には、速やかに会頭へ報告すること 

（３）事業が予定の期間内に完了しない場合、速やかに会頭に報告してその指

示を受けること 

（４）事業期間は、当会議所の事業年度（４月１日から翌年３月３１日まで）

とし、期間内に完了した事業費を助成対象とするが、事業年度外に発生し

た経費に対しては、助成金の対象外とする 

 

（助成金交付決定の取消等）  

第12条 会頭は、助成金の交付を受け又は受けようとする実施団体が次の各号

の一に該当するときは、助成金交付の決定を取り消し、又は既に交付した助成

金の全部若しくは一部の返還を命ずることがある。 

（１）助成金を交付の目的以外の目的に使用したとき 

（２）偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき 

（３）事業の実施方法が不適当なとき 

（４）その他この要綱の規定に違反したとき 

 

（委任） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、会

頭が別に定める。 

 

附 則（令和４年３月１０日要綱第１号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和５年２月１４日要綱第１号） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


